
朝来市破損空家等除却支援補助金交付要綱 

令和２年９月18日 

告示第168号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、空家等活用の見込みが乏しく、かつ、朝来市不良住宅等除却支援補助金交付

要綱（平成31年朝来市告示第43号。以下「不良住宅要綱」という。）の対象とならない破損空家

の解体及び処分（以下「除却」という。）を行う者に対する朝来市破損空家等除却支援補助金（以

下「補助金」という。）の交付に関し、朝来市補助金等交付規則（令和２年朝来市規則第４号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の交付目的） 

第２条 この告示は、朝来市空家等の適切な管理及び有効活用の促進に関する条例（平成29年朝来

市条例第31号）第８条第１項の規定により定めた第２次朝来市空家等対策計画（令和５年３月策

定）に基づく空家等の適切な管理の促進により、空家等活用の見込みが乏しい腐朽及び破損のあ

る空家等について早期に除却を促し、もって周辺への生活環境に悪影響を及ぼすことを未然に

防ぐとともに、健全で快適なまちづくりを推進することを目的とする。 

（定義） 

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 住宅 一戸建ての住宅、長屋又は共同住宅をいう。ただし、次のアからウに掲げるものを除

く。 

ア 店舗等の住宅以外の用途を兼ねる場合で、当該用途に供する部分の床面積の合計が建物全

体の床面積の２分の１以上のもの 

イ 一戸建ての住宅でその全部を賃貸の用に供しているもの 

ウ 長屋及び共同住宅でその過半の戸数を賃貸の用に供しているもの 

(2) 破損空家 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 居住その他の使用がなされていないことが常態である住宅のうち、不良住宅要綱別表第１

に規定する構造の腐朽又は破損の程度に係る評点の合計が25点以上で、かつ、同要綱別表

第２の該当項目が１以上あるもの 

イ 不良住宅要綱により不良住宅又は準不良住宅と認められたもので、同要綱第10条第１項第

８号に掲げる土地利用計画書の提出がなされないもの 

(3) 行政区 字の区域又は市内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された住

民自治組織をいう。 

(4) 自治協 朝来市自治基本条例（平成21年朝来市条例第２号）第15条第１項に規定する地域

自治協議会をいう。 

（補助対象住宅） 

第４条 補助金交付の対象となる住宅は、不良住宅要綱第９条第２項に規定する事前調査の結果が

破損空家に該当すると判定されるもの（以下「対象住宅」という。）とする。ただし、市長が必

要と認める場合は、この限りでない。 

（補助対象者） 

第５条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のい

ずれかに該当する者とする。 



(1) 対象住宅の登記事項証明書（未登記の場合は課税台帳若しくは課税明細書又は評価証明書）

に所有者として登録されている者（以下「登記所有者」という。）。 

(2) 売買契約書等により所有者であることが確認できる者 

(3) 登記所有者の法定相続人（以下「相続人」という。） 

(4) 登記所有者又は相続人から対象住宅の除却について承諾を得た行政区又は自治協（以下「行

政区等」という。） 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助対象者としない。 

(1) 相続人が複数の場合において、対象住宅の除却について他の相続人（２親等内の親族に限

る。）の同意を得られないとき。 

(2) 登記所有者の他に所有権その他の権利（共有名義の場合の持分権及び賃借権等を含む。）を

有する者の対象住宅の除却について同意を得られないとき。 

(3) 不良住宅要綱第９条第２項に規定する事前調査に同意できないとき。 

(4) 市税等市の徴収金を滞納しているとき。 

３ 登記所有者又は相続人から対象住宅の除却について承諾を得た行政区等は、当該対象住宅を除

却した後の土地（次項において「管理地」という。）について、次に掲げる事項を遵守しなけれ

ばならない。 

(1) 周辺の住環境整備の改善に資する公益性の高い用途への利用に着手し、除却した年度の翌

年度初日から利用を開始すること。 

(2) 前号に規定する利用開始の日以降10年を経過するまでの間、当該用途を地域活性化のため

に利用すること。 

４ 市長は、管理地について、当該土地の用途及び利用可能期間等を市ホームページ等で周知する

ものとする。 

３ 行政区等は、対象住宅を除却する場合、除却後の土地の管理について、次に掲げる事項を遵守

しなければならない。 

(1) 周辺の住環境整備の改善に資する公益性の高い用途への利用に着手し、除却した年度の翌

年度初日から利用を開始すること。 

(2) 行政区等は、前号に規定する利用開始の日以降10年を経過するまでの間、当該用途を地域

活性化のために利用すること。 

４ 前項の場合において、市長は、除却後の土地の管理について、当該土地の用途及び利用可能期

間等を市ホームページ等で周知するものとする。 

（補助対象工事） 

第６条 補助金交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、補助対象者が発注す

る対象住宅関連の除却（小規模住宅地区等改良事業制度要綱（平成９年４月１日付け建設省住整

発第46号）第11に定める空き家再生等推進事業又は住宅市街地総合整備事業制度要綱（平成16年

４月１日付け国住市第350号）第25に定める空き家対策総合支援事業及び兵庫県まちづくり部補

助金交付要綱別表に定める老朽危険空き家除却支援事業の対象となる除却をいう。）に係る工事

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する工事は、補助対象工事としない。 

(1) 補助金の交付決定前に着手した工事 

(2) 他の制度等に基づく補助金の交付を受けて除却しようとする工事 



(3) 建築物等の一部を除却する工事 

(4) 申請者自らが施工する工事 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認める工事 

（補助対象経費） 

第７条 補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、対象住宅関連の補助

対象工事に要する費用とする。 

（補助金の額） 

第８条 補助金の額は、補助対象経費に５分の１を乗じて得た額（その額に1,000円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額）とし、40万円を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第９条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、工事着手前に、不良住

宅等除却支援事前調査結果通知書（不良住宅要綱様式第２号）及び破損空家等除却支援補助金交

付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しな

ければならない。 

(1) 補助対象工事に要する費用の見積書及び内訳明細書 

(2) 誓約書（様式第２号） 

(3) 確約書（様式第３号）（申請者が相続人であって、対象住宅に係る所有者名義人の相続の手

続が完了していない場合に限る。） 

(4) 破損空家等除却工事施工同意書（様式第４号）（所有権その他の権利を有する者が複数の場

合に限る。） 

(5) 他の相続人の同意書（相続人が複数の場合に限る。） 

(6) 権利者の同意書（所有権を除くその他の権利（賃借権等を含む。）がある場合に限る。） 

(7) 補助対象工事を請け負う事業者の建設業許可証の写し又は解体工事業登録通知書の写し 

(8) 土地利用計画書（様式第５号）（申請者が第５条第１項第３号の行政区等である場合に限

る。） 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査した上で、補助金の交付の可否

を決定し、補助金等交付決定書により申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、申請書の提出に際し、不良住宅要綱第９条第２項に規定する事前調査のために提出さ

れた同条第１項各号に掲げる書類を、当該申請に係る基礎資料として用いることができる。 

（実績報告） 

第10条 補助金の交付決定を受けた者は、補助対象工事が完了したときは、速やかに破損空家等除

却支援実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 工事請負契約書の写し 

(2) 工事代金請求書及び領収書の写し 

(3) 工事施工業者の工事完了証明書 

(4) 工事完了写真 

(5) 廃棄物処理に関する処分証明書の写し 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補則） 



第11条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和２年９月18日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和10年３月31日限り、その効力を失う。 


